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第４章 人権教育の推進 

 

１ 就学前における人権教育 

 

就学前の子どもたちの教育は、家庭、保育園、幼稚園などそれぞれの場に

おいて行われています。家庭においては、人間形成の基礎となる豊かな情操

や思いやり、善悪の判断、基本的生活習慣などの定着に向けたしつけや教育

がなされています。保育園（市立 21 園）では保育指針に基づき、家庭や地域

社会と連携を図り、保護者の協力の下に家庭養育の補完を行い、子どもが健

康、安全で情緒の安定した生活ができる環境を用意し、自分自身を十分に発

揮しながら活動できるようにすることにより、健全な心身の発達が図られて

います。 

また幼稚園（市立 1園、私立 8園）においては、幼稚園教育要領に基づき、

家庭との連携を図りながら、基本的生活習慣・態度、人への愛情や信頼感、

豊かな心情や思考力などの生きる力の基礎を育成するため、様々な活動が行

われています。 

しかし、現状の子どもたちを巡る環境には大きな変化があります。核家族

化、地域のつながりの希薄化による子育てに対する不安や相談相手が周りに

いないことで親は孤立化し、その結果として児童虐待という問題が生じてい

ます。 

また、大人たちの行動や発言や価値観に影響され、知らず知らずのうちに

仲間に対して暴言を吐いたり、仲間はずれや暴力などのいじめの問題もあり

ます。 

こうした状況に対し、今後一層、子どもたちに人権尊重の精神を芽生えさ

せ育み、豊かな人間性を持った子どもたちを育成していかなければなりませ

ん。 
 

【施策の基本的方向性】 

 

① 健康、安全など生活に必要な基本的生活習慣や態度を養い、心身の健

康の基礎を培います。 
 
② 人とのかかわりの中で、人に対する愛情と信頼感、そして人権を大切

にする心を育てるとともに、自主、協調の態度を養い、道徳性の芽生え

を培います。 
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③ 自然や社会の事象についての興味や関心を育て、それらに対する豊か

な心情や思考力の基礎を培います。 
 
④ 生活の中で、言葉への興味や関心を育て、喜んで話したり、聞いたり

する態度や豊かな言葉を養います。 
 
⑤ 様々な体験を通して、豊かな感性を育て創造性の芽生えを培います。  

 
⑥ 日常の保育を通じて蓄積された知識、経験、技術をより向上させるた

め、共通理解を図りながら自己研鑽や研修を行います。 

 
⑦ 家庭と保育園・幼稚園・行政がそれぞれ密接に連携し、子育てに対す

る支援を行います。 
 

【施策推進体制】 

 

   福祉保健部児童課、各保育園、幼稚園、子育て支援センターを中心に、

関係機関と連携しながら推進します。 

  
２ 学校教育における人権教育 

 

本市は、小学校 19 校、中学校 10 校を設置しています。それぞれの学校教

育においては、児童生徒の発達段階に即しながら、各教科、道徳、特別活動

等のそれぞれの特質に応じて、学校教育活動全体を通じて人権尊重の意識を

高め、一人ひとりを大切にした教育の充実を図っています。 
例えば、社会科においては、日本国憲法を学習する中で人間の尊厳や基本

的人権などについて理解させたり、道徳においては、「だれに対しても差別す

ることや偏見を持つことなく、公正、公平にし、正義の実現に努める」、「公

徳心をもって法やきまりを守り、自他の権利を大切にし、進んで義務等を果

たす」よう考えさせています。 
また、これまで行われてきた人権教育は、一部に知識・理解を重視する傾

向が強く、人権感覚が十分に身に付いていない場合もあったという指摘から、

新学習指導要領においては「人権尊重の精神と生命に対する畏敬の念」を具

体的な生活に生かすことが強調されたほか、指導上の配慮事項として、多様

な人々との交流の機会を設けることが示されています。 

加えて、各学校においては、自然体験や職場体験活動（中学校のみ）、ボラ
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ンティア活動などの社会体験の充実に努めることとされており、人権教育の

観点からも取組の促進が望まれています。 

さらに、学校教育と社会教育のそれぞれの特質に留意しつつ、生命の尊さ

や他人との共生・共感の大切さなど普遍的な視点からの取組が重視されてい

ます。 

 
【施策の基本的方向性】 

 

① 幼児・児童・生徒の発達段階に応じながら、教科、道徳、特別活動等

すべての教育活動を通して、人権尊重の精神の涵養を図ります。 
 
② 自ら学び自ら考える力の育成を目指し、各授業や総合的な学習の時間

で、ボランティアなどの体験的な学習や国際、情報、環境、地域分野な

どでの問題解決的な学習の取組を推進します。 
 
③ 道徳教育を充実させ、生命や人権を大切にする豊かな心や態度を育成

するとともに、心身のバランスのとれた児童・生徒を育てるため、家庭

や地域との連携を図りながら、自然体験、社会体験、スポーツ・文化活

動など多様な体験活動の機会の拡充を図ります。 
 
④ 学校、家庭、地域、教育行政等の連携を強化し、児童・生徒の状況を

適切に把握し、学ぶことが実感できる開かれた学校づくりを推進します。 
 
⑤ 教職員の共通理解の下、効果的な指導を図るため、教職員研修を充実

し、教職員の資質向上を図るとともに、今日的な教育課題についての調

査・研究への支援を行います。 
   
【施策推進体制】 

 

   教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課、各学校、自治振興部

地域協働課（市民活動センター）、各市民センター（公民館）、を中心に、

関係機関と連携しながら推進します。 

 
 
 

 



 - 13 - 

３ 社会教育における人権教育 

 
社会教育においては、生涯学習の視点に立って、公民館等の社会教育施設

を中心に、人権に関する学級・講座の開設や交流活動など、多様な学習機会

が提供されています。 
また、地域社会においては、それぞれの地域実態に応じて、市民による人

権問題啓発活動推進者を中心に学習会や講演会が実施されています。 
しかし、実施方法の画一化や参加者の高齢化・固定化という課題が指摘さ

れており、今後は、これまでの方法を見直し、一層の工夫・改善を図ること

が必要になっています。 
家庭は、人間にとって最も基礎的・基本的な社会集団です。そしてそこで

行われる教育は、幼児期からのしつけなどの基本的生活習慣の定着や子ども

に豊かな情操や思いやりや善悪の判断など、基本的な倫理観などを育む上で

極めて重要な役割を担っています。本来、家庭教育は、各家庭において責任

をもって行われるべきものですが、今日の核家族化及び社会的・経済的状況

の中で、家庭の教育力の低下が指摘されています。 
このため、家庭教育に関する親の学習機会の提供や子育てに関する相談体

制の整備など、家庭教育を支援する取組が行われています。 
一方、親の差別的な意識が、子ども社会に及ぼす影響は大きいものがあり

ます。このため、親自身が偏見を持たず、差別しないことを日常生活を通じ

て、身をもって子どもに示していくことが求められています。 
 

【施策の基本的方向性】 

 
① 公民館等の社会教育施設を中心として、様々な世代、様々な興味・関

心を持つ市民に対して学習機会を提供し、日常生活において態度や行動

に現れるような人権感覚の育成を図ります。 

 
② 学校教育と連携しながら、青少年活動の活性化と社会参加の促進を図

るため、自然体験や職場体験活動（中学校のみ）、ボランティア活動など

の社会体験をはじめとする多様な体験活動や子ども、高齢者、障がいの

ある人との交流の機会を充実させます。 
 
③ 市民の主体的な学習活動がより充実できるよう、関係団体・機関相互

の連携や交流を促進するとともに、人材の育成・確保に努め、人権学習

を含む総合的な学習ネットワークの確立を図ります。 
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④ 家族が共に人権感覚が身に付くよう、家庭教育に対する学習機会や情

報の提供を図るとともに、家庭教育手帳や家庭教育ノートなどの子育て

の在り方に関する資料や冊子等を通して、家庭教育を支援します。 
 
【施策推進体制】 

 

教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課、各学校、自治振興部

人権・男女共同推進課、各市民センター（公民館）を中心に、関係機関と

連携しながら推進します。 

 
 

 


